
2 2 年 国 調人

口
1 7 年 国 調
増 減 率

住
民
基
本

2 3 . 3 . 3 1
2 2 . 3 . 3 1
増  減  率

109,651 人
人
％

111,327
-1.5

110,428 人
人110,694

-0.2 ％

１７ 年 国 調区 　 分

1,089

2.0
第 １ 次

第 ２ 次
13,446

24.9

産 　 　 　 業 　 　 　 構 　 　 　 造

１２ 年 国 調

2.3

1,313

16,585

28.6

第 ３ 次
38,440

71.1

39,658

68.3
配 当 割 交 付 金
株式等譲渡所得割交付金

歳  入  一  般  財  源  等
千 円

13,896,844

52,439 0.1

面 　 積

人 口 密 度

(k㎡)

(人)

69.96

1,567

52,439 0.3
23,732 0.1

都 道 府 県 名

08

茨 城 県

団 体 名

2171

取手市

市 町 村 類 型 Ⅲ－３

地方交付税種地 2 - 6

歳 入 の 状 況
区 分 決 算 額 構 成 比 経常一般財源等 構 成 比

地 方 税
地 方 譲 与 税
利 子 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金
ゴルフ場利用税交付金
特別地方消費税交付金
自 動 車 取 得 税 交 付 金
軽 油 引 取 税 交 付 金
地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税
普 通 交 付 税
特 別 交 付 税

( 一 般 財 源 計 )
交通安全対策特別交付金
分 担 金 ・ 負 担 金
使 用 料
手 数 料
国 庫 支 出 金
国 有 提 供 交 付 金

都 道 府 県 支 出 金
財  産  収  入
寄 附 金
繰 入 金
繰 越 金
諸 収 入
地 方 債

歳 入 合 計

15,484,509 43.8 14,507,184 73.0
366,283 1.0 366,283 1.8

23,732 0.1
8,987 0.0

913,917 2.6 913,917 4.6
67,506 0.2 67,506 0.3

- - - -
79,806 0.2 79,806 0.4

- - - -
175,332 0.5 175,332 0.9

3,990,702 11.3 3,572,018 18.0
3,572,018 10.1 3,572,018 18.0
418,684 1.2 - -

21,163,213 59.9 19,767,204 99.5
19,402 0.1 19,402 0.1

249,120 0.7 - -
409,349 1.2 49,892 0.3
89,616 0.3 - -

4,511,517 12.8 - -
- - - -

1,638,910 4.6 - -
142,574 0.4 34,558 0.2

5,265 0.0 - -
238,326 0.7 - -
840,246 2.4 - -

1,738,152 4.9 310 0.0
4,313,400 12.2 - -

35,359,090 100.0 19,871,366 100.0

市 町 村 税 の 状 況

区 　 　 分

個 人 均 等 割

普 通 税

所 得 割
法 人 均 等 割
法 人 税 割

固 定 資 産 税
うち純固定資産税

軽 自 動 車 税
市町村たばこ税
鉱 産 税
特別土地保有税

法 定 普 通 税

法 定 外 普 通 税

旧 法 に よ る 税

14,507,184

入 湯 税
事 業 所 税
都 市 計 画 税
水 利 地 益 税 等

合  　 計

収 入 済 額 構成比 超 過 課 税 分

14,507,184 93.7 316,655

93.7 316,655
8,234,224 53.2 316,655
159,087 1.0 -

5,914,490 38.2 -

-

218,308 1.4

-

-
1,942,339

-

12.5 316,655

-

5,625,330 36.3

-

5,618,116 36.3

-

127,117 0.8
520,513 3.4

-

-
-

-

-目 的 税

-
-

-

-

977,325 6.3

977,325 6.3
- - -
- - -

977,325 6.3 -

316,655

指 定 団 体 等

児童手当及び子ども手当
特 例 交 付 金

低 開 発

旧 産 炭

山 振
8,987

過 疎

給 料 月 額 ( 百 円 )

首 都

近 畿

中 部

市 町 村 圏

現 在 高

財 政 再 生
指数表選定

財 源 超 過

93,378 0.3

×

×

×
0.0

×

93,378

○

×

×

×

-

×

○

×

区 　 　 　 　 分 平成 2 2年度 (千円 ) 平成 2 1年度 (千円 )

収

支

状

況

歳 入 総 額
歳 出 総 額
歳 入 歳 出 差 引
翌年度に繰越すべき財源

実 質 収 支
単 年 度 収 支
積 立 金
繰 上 償 還 金
積 立 金 取 崩 し 額
実 質 単 年 度 収 支

35,359,090 35,396,865
34,255,879 34,556,619
1,103,211 840,246
311,855 85,989
791,356 754,257
37,099 43,860
710,070 353,927

- 85,547
198,155 1,800,104
549,014 -1,316,770

平成２２年度

一

般

職

員

等

区 　 　 　 分 職員数(人) 給 料 月 額 ( 百 円 ) 一 人 当 た り 平 均

一 般 職 員

うち技能労務員

教 育 公 務 員

う ち 消 防 職 員

臨 時 職 員

合 計

805 2,906,855 3,611

58 196,678 3,391

5 18,740 3,748

164 621,724 3,791

- - -

810 2,925,595 3,612

一 部 事 務 組 合 加 入 の 状 況 特 別 職 等 定 数 適用開始年月日 一人当たり平均給料

議員公務災害

非常勤公務災害

退 職 手 当
事務機共同

税 務 事 務

老 人 福 祉

伝 染 病

○

○

○

×

○

○

×

し 尿 処 理 ○

ご み 処 理 ○

火 葬 場 ○

×常 備 消 防

小 学 校 ×

中 学 校 ×

そ の 他 ○

市 区 町 村 長 1 11.01.01 8,760

副市区町村長 1 11.01.01 7,180

収 入 役 - - -

教 育 長 1 11.01.01 6,580

議 会 議 長 1 6.10.01 4,940

議 会 副 議 長 1 6.10.01 4,440

議 会 議 員 26 6.10.01 4,110

性 質 別 歳 出 の 状 況
区 分 決 算 額 構 成 比 充当一般財源等 経常経費充当一般財源等 経常収支比率

人 件 費 8,155,064 23.8 7,342,033 7,040,164 30.5
う ち 職 員 給 5,435,370 15.9 4,694,145 - -

扶 助 費 5,843,369 17.1 2,119,472 2,070,328 9.0
公 債 費 4,006,803 11.7 3,990,578 3,990,578 17.3

元 利 償 還 金 4,002,600 11.7 3,986,375 3,986,375 17.3
一 時 借 入 金 利 子 4,203 0.0 4,203 4,203 0.0

( 義 務 的 経 費 計 )
物 件 費

18,005,236 52.6 13,452,083 13,101,070 56.7
4,005,859 11.7 3,069,540 2,497,755 10.8

維 持 補 修 費 158,989 0.5 152,016 113,414 0.5
補 助 費 等 2,442,763 7.1 2,383,236 1,744,637 7.6

うち一部事務組合負担金 1,596,983 4.7 1,596,983 1,327,645 5.7
繰 出 金 4,388,630 12.8 4,022,706 3,516,405 15.2
積 立 金 1,056,142 3.1 894,195 - -
投資・出資金・貸付金 928,900 2.7 12,800 - -
前 年 度 繰 上 充 用 金 - - -

3,269,360 9.5投 資 的 経 費 963,382
287,202 0.8う ち 人 件 費 287,202

3,269,360 9.5普 通 建 設 事 業 費 963,382

0.5

5.2
1,410,563 4.1 877,706

災 害 復 旧 事 業 費

1,782,697 34,576

- - -
-失 業 対 策 事 業 費 - -

歳 出 合 計

内

　

訳

34,255,879 100.0 24,949,958

内
訳

経常経費充当一般財源等計

90.8

千 円

経  常  収  支  比  率

26,053,169

％ ％

15.3

(減収補 債(特例分)
 及び臨時財政対策債除く)

平成21年度 (千円)

16.3

15,390,764

うち減収補 債(特例分)

議 会 費
区  分 決 算 額 (Ａ)

257,325
構成比

0.8

( Ａ ) の う ち
普 通 建 設 事 業 費

-

( Ａ ) の
充 当 一 般 財 源 等

257,325
総 務 費 4,962,166 14.5 47,792 4,392,114
民 生 費 10,199,524 29.8 81,660 5,525,361

2,486,799衛 生 費 7.3 33,129 2,293,968
労 働 費 155,083 0.5 - 54,783
農 林 水 産 業 費 404,315 1.2 183,523 317,912
商 工 費 273,599 0.8 - 232,836
土 木 費 5,610,098 16.4 1,707,805 3,500,720
消 防 費 1,584,736 4.6 31,119 1,556,737
教 育 費 4,315,130 12.6 1,184,332 2,827,323
災 害 復 旧 費 - - - -
公 債 費 4,007,104 11.7 - 3,990,879
諸 支 出 費 - - - -
前年度繰上充用金 - - - -

17,963,632

市 町 村 民 税

- -
-

歳 出 合 計 34,255,879 100.0 3,269,360 24,949,958

公
営
事
業
等
へ
の
繰
出

合 計

下 水 道

宅 地 造 成

上 水 道

工 業 用 水 道

国民健康保険

そ の 他

4,388,630

1,865,000

126,467

-

-

788,899

1,608,264

国
民
健
康
保
険
事
業

実  質  収  支 305,747

再 差 引 収 支 149,401

加 入 世 帯 数 ( 世 帯 ) 19,543

被 保 険 者 数 ( 人 ) 34,649

被保険者
１人当り

保険税(料)収入額 93

国 庫 支 出 金 66

保 険 給 付 費 223

区 　 　 　 分 平成22年度 (千円)

21,609,910

基 準 財 政 収 入 額 11,598,958
基 準 財 政 需 要 額 14,641,919
標 準 税 収 入 額 等 14,897,983
標 準 財 政 規 模 21,689,027
財 政 力 指 数 0.91
実 質 収 支 比 率 3.6
経 常 一 般 財 源 等 比 率 91.6
公債費負担比率

-実質赤字比率 -

将来負担比率

-

積 立 金 財  調 1,449,551
減  債 1,004,169
特 定 目 的 626,008

地 方 債 現 在 高 40,972,793
（
支
出
予
定
額
）

物 件 等 購 入 656,316
保 証 ・ 補 償 -
そ  の  他 1,365,899
実質的なもの -

収 益 事 業 収 入 10,000
土地開発基金現在高 1,672,463
徴
収
率

現
年

計
98.1 89.1
98.3 90.7
97.7 86.6

合  計
市町村民税
純固定資産税

(％)

(％)

(％)

(％)

(％)

決 算 状 況

( 特 別 区 財 調 交 付 金 )

( 単 位 千 円 ･ ％ )

う ち 補 助
う ち 単 独

う ち 臨 時 財 政 対 策 債

( 単 位 千 円 ・ ％ )

( 単 位 千 円 ･ ％ )

会

計

の

状

況

(報酬)月額(百円)

(％)

[ ･ ]{

台
帳
人
口

1.00

債
務
負
担
行
為
額

15

目 的 別 歳 出 の 状 況 (単位千円 ･％ )

- - - -
3,219,000 9.1 - -

（注）１．普通建設事業費の補助事業費には受託事業費のうちの補助事業費を含み、単独事業費には同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうちの単独事業費を含む。
２．東京都特別区における基準財政収入額及び基準財政需要額は、特別区財政調整交付金の算出に要した値であり、財政力指数は、前記の基準財政需要額及び基準財政収入額により算出した。

法 定 目 的 税

-

-

-法 定 外 目 的 税

15,484,509

- -

100.0

3.5
85.2

-

11.0

86.0 96.4
937,636
783,896
517,204

40,036,852

の 指 定 状 況

11.2実質公債費比率(％)

682,241
-

1,463,486
-

5,000
1,672,382

97.8 88.7
97.8 90.4
97.6 86.2

連結実質赤字比率(％)

×

×

健
全
化
判
断
比
率

20,973,281

105.5

旧 新 産

旧 工 特

減収補 特例交付金 81,954 0.2 81,954 0.4


